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　20世紀から21世紀に変わったこの10年間，造
船業界は極めて順調に右肩上がりの伸びを示して
きた。しかし，昨年半ばからの急速な景気の落ち
込みは，そのうち造船業界にも大きな影響を及ぼ
しそうである。ただ，この10年を見ると，年間
の建造量でわが国は韓国に追い抜かれたが，まだ
トップクラスの力は維持している。一方，中国の
伸びは著しく，2000（平成12）年に日韓の建造
量が約1,200万GT程度で拮抗していた頃には，
まだ日韓の1/6程度であったが，2007年には1,000
万GTを超え，日韓に迫る勢いとなった。
　中国のインフラ整備が急速に進んだことが，船
舶の建造量に大きく貢献し，とくにオーストラリ
アやブラジルから中国の製鉄所への品位の高い鉄

鉱石や，原料炭の輸入で，大型の鉄鉱石運搬船，
石炭運搬船の建造が増えた。中国，韓国では造船
所の建設ラッシュが続き，大型造船所が数多く誕
生している。一方，日本国内でも一時休止してい
た設備を復活させたり，新たに設備を拡張したり
する造船所もでてきている。しかし，昨年の北京
オリンピック，また来年の上海の万博までは順調
に右肩上がりかと思われたが，米国のサブプライ
ムローン問題に端を発し，瞬く間に全世界に不況
が広まってしまった。
　中国，韓国では資金繰りに困った造船所の破綻
も出てきている。造船業界は他の業界に比べて2
〜 3年遅れて好不況の影響を受ける。これから，
またしばらくは冬の時代を迎えそうである。

図 4.1　世界の新造船建造量の推移（日本造船工業会資料より）
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4.2.1　地区委員会の統合

　2000年度までは東部，中部，西部の3地区に分
かれて活動していたが，4年間の準備期間を経て，
2001年度から東部地区委員会と中部地区委員会
を統合し，新たな東部地区委員会を発足させて，
2地区制とした。また，2000年度から年3回行なっ
ていた溶接施工委員会の開催を年2回に変更した。

4.2.2　60周年記念行事へ向けて

　1948年に溶接協会第8部会として発足以来，
2008年で60周年を迎えた。ここまで部会活動を
指導し支えていただいた先生方，諸先輩，ならび

に現役の委員の活躍に感謝したい。60周年行事
は，2009年5月に千里ライフサイエンスセンター
（大阪）にて行った。
　この10年で部会長は安岡俊樹氏，野本敏治氏，
豊田政男氏と引き継がれ，現在に至っている。

4.2.3　部会・委員会の活動

　ISO-9956のJIS（日本工業規格）化にあたり，
溶接施工，機械試験および非破壊試験のJIS原案
作成ワーキンググループに参加し，その作成に協
力した。
　日本海事協会の鋼船規則の溶接関連規則および
検査要領の改正にともない，新規則の解釈および
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表 4.1　船舶・鉄構海洋構造物部会の年表

最近10年間の部会活動4.2
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　当部会では，毎年各事業所別に「船種別の建造
数量」，「溶接関係の人員」，「鋼材の使用量」，「溶
接材料の使用量」および「溶接機器」等を調査し
てきた。この結果からこの10年をみると，図4.2
及び図4.3に示すとおり被覆アーク溶接が8％か
ら3％に激減している。それに比べCO2半自動溶
接は62％から64％へ微増している。その中で自
動溶接は19％から24％に変化している。ロボッ
ト溶接は1％のままで，ほとんど変わっていない。
サブマージ溶接も9％から8％になっておりほと
んど変化は見られない。なおこの10年間で簡易
型の機器やロボットと組み合せたCO2溶接の適用
が拡大している。
　当業界では，この10年間でとくに目新しい溶
接法は適用されておらず，技術的には若干停滞し
ていることは否めない。しかし，その中で銅裏当
材を用いる片面サブマージ溶接が，従来の3電極
溶接から高速4電極溶接に変わり，高能率化が推

進されている。また，コンテナ船の急速な大型化
により，厚板の2電極簡易エレクトロガス溶接の
適用も定着してきた。
　また施工委員会では，鉄鋼部会と共同で「日本
の造船業における溶接・生産技術の革新WG」に
若手メンバーを参加させ，将来造船界でも実用化
されると思われるレーザ溶接について学習するこ
ととした。
　図4.4及び図4.5にこの10年における船種別
建造数量の変化を示した。

4.3.1　自動溶接・ロボット溶接

　造船所における溶接の自動化（機械化）率は，
10年前の20％から25％程度へ変更しており，全
体的には伸びているが，船種によって自動溶接の
適用率が異なるため，必ずしも大きい数字とは
なっていない。ロボット溶接は小組立や中央部の
パネルラインに適用されている程度で，適用率の

実施における問題点を協議し，新規則移行時のト
ラブルを回避した。
　溶接の環境問題から廃棄物の処理法等について
のアンケートを実施し，その結果について協議し
た。とくにスラグやフラックスの処理が大きい問
題となっており，造船各社ともその処理に苦労し
ていたため，非常に有意義な活動であった。
　溶接学会溶接法研究委員会と「最新の造船溶接
施工技術の現状と将来動向」のテーマでジョイン
トセミナーを開催し，溶接の技術動向についての
情報交換，相互研鑽を行った。
　溶接技術の伝承という観点から溶接施工委員会
で発行していた資料を改定し，まとめなおしたも

のを「新版・造船溶接施工ハンドブック」として
発刊した。これは，1987年12月に発行された「溶
接施工管理標準Ⅱ」を見直したものである。
　表4.1に1998年以降の本部会・委員会の活動
状況を示した。

4.2.4　施工委員会における講演

　施工委員会では，各種講演会を開催してメン
バーの研鑽を深めた。この10年間の講演内容を
技術分野別に区分すると，溶接法に関するものが
もっとも多く10件，ついで鋼材に関するもの6件，
船級およびISO（国際標準化機構）関係の規則に
関するもの5件などとなっている。
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図 4.2　1997 年の溶接材料使用割合
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図 4.3　2007 年の溶接材料使用割合

造船の溶接この10年4.3
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高い事業所でもせいぜい5％程度である。コンテ
ナ船の大型化にともなって，外業での2電極簡易
エレクトロガス溶接は定着している。

4.3.2　CO2半自動溶接

　CO2半自動溶接は，もっとも手っ取り早い溶接
法であると認識されており，現在では造船所の溶
接の大半を占めている。また溶接機のデジタル化
が著しい。

4.3.3　被覆アーク溶接

　10年前には，仮付溶接およびすみ肉溶接にま
だ相当量のグラビティ溶接が適用されており，被
覆アーク溶接材料の使用量は全体の8％を占めて
いた。しかし最近では，仮付溶接にもCO2溶接を
適用する事業所が多くなり，一時代を風靡したグ
ラビティ溶接は少なくなってきた。被覆アーク溶
接材料の占める割合が1％以下となった事業所も
数か所出てきている。この理由には，能率の問題
と技量の問題がよく挙げられる。しかし，汎用船
で多用される軟鋼および50キロ高張力鋼につい
ては，CO2溶接のワイヤはどちらの鋼種にも適用
でき，被覆アーク溶接棒のように鋼種に応じた管
理をする必要がないことも大きな理由の一つであ
る。

4.3.4　新しい鋼材の適用

　コンテナ船の大型化にともない，従来のYP36
キロ鋼では板厚が厚くなり過ぎ，工作が難しくな
るため，YP40キロ鋼が正式に船級規則に採用さ
れた。しかし近年では，コンテナ船のさらなる大
型化のために，もう一段強度の大きいYP47キロ
鋼が開発され，実際に適用されるようになってき
た。YP47キロ鋼とその溶接法は，鉄鋼メーカー
と造船所とが共同で開発し，すでに実用化されて
いる。

4.3.5　外国人研修生による溶接作業

　造船所で10年前と著しく変わった点といえば，
主に溶接工として外国人研修生を従事させる事業
所が増えてきたことで、とくに最近2〜 3年の増
加は著しい。外国人研修生は滞在期間が3年と短
く，溶接技量の向上が問題となる。そのため，技
量を必要としない溶接法の開発や適用が必要とな
る。しかし，言葉の違いと文化の違いにより，現
場でのコミュニケーションが一番大切であり，そ
の指導が今後の課題である。2007年の統計では，
2,600人の外国人研修生が溶接に従事しており，
造船の溶接関係従事者数の12％を占めるように
なっている。
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図 4.4　1997 年の船種別建造隻数

客船フェリー 1％

PCC
9％

ケミカル 2％

チップ 5％

OC
3％

LPG 2％
LNG 3％

PC 3％

コンテナ
7％

その他
3％

TK
17％

BC
45％

268隻
14,676千GT
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　日本の造船業は第二次世界大戦で壊滅的な打撃
を受けたが，1950年の朝鮮戦争をきっかけとし
て奇跡的な復興を遂げた。1956年には建造量世
界一となり，その後40年以上にわたり世界をリー
ドしてきた。その間，数回の不況に遭遇して，大
きな犠牲を出し，何度も存続の危機に直面したに

もかかわらず生き残ってきた。
　今回の世界不況は，1929年の大不況に匹敵す
ると言われており，造船界も影響を受けることは
避けられない。
　しかし，この不況も技術者の英知を結集し，乗
り切って行きたい。

これからの溶接施工委員会のあり方4.4




